
別記様式第１号(第６条関係)
　　　
　令和●年７月１５日

東広島市長　様

　　　住　　　所　東広島市西条栄町８－２９
　　　名　　　称　農事組合法人のうりん　　
　代表者氏名　代表理事　農林　太郎　　
意欲ある農業者チャレンジ支援事業
採択申請書

　意欲ある農業者チャレンジ支援事業の採択を受けたいので、意欲ある農業者チャレンジ支援事業実施要領第６条の規定により、関係書類を添えて申請します。
１　交付要件（以下の２項目すべてに該当し、「レ」を記入すること。）
　　■市内に住所又は圃場を有する
　■認定農業者、認定新規就農者、有機農業者、又は地域グループ営農団体
２　別紙同意書兼誓約書の提出
　　■別紙同意書兼誓約書のすべての項目に同意している
（すべての項目に同意することを交付の要件とする）
３　添付書類（添付した書類に「レ」を記入すること。）
　（１）必須書類
■ 事業計画書（別記様式第２号）

■ 事業予算書（別記様式第３号）

■ 補助対象経費に係る見積書の写し（１社以上）
　（２）法人又は団体の場合必須書類
　　■ 規約等組織運営に関する規定
■ 構成員名簿（構成員全員の氏名（漢字フルネーム）が確認できるもの。氏名以外の情報（住所・電話番号等）の記載は任意とする）
（別紙）

同意書兼誓約書
以下項目を確認のうえ「レ」を記入すること。
１　市税の納付状況の確認に対する同意

■同意する　　　　　　
２　事業完了年度を含む３年間の実施状況報告に関する同意
■同意する　　　　　　　　　　　　

３　市公式ホームページ等において、申請者の氏名及び団体名は非公表とした上で、事業概要、補助対象経費の額及び事業効果等を公表することについての同意  

■ 同意する　　　
４　市が開催する研修会等において本事業モデルの横展開について協力を求められた場合、積極的に協力するよう努めることについての同意
■同意する
５　複数申請の禁止についての同意

■本申請は、今回の募集において同一申請者による申請が一件のみであり、かつ、実質的に同一人物による複数申請は行っていない。
６　取得した財産の扱いについての同意

■本補助事業により取得した財産は、取得した日の属する年度及びこれに続く１０年度の間（機械器具にあっては、その法定耐用年数を経過する日まで）は、市長の承認を受けないで譲渡し、交換し、又は担保に供しない。
７　補助対象外経費についての確認
　　■ 次の経費が補助対象とならないことを理解し、これに該当する経費を計上していない
■ 事業の申請前に当該取組に係る契約等を締結しているもの。

■ 補助対象事業と同一の事業において、国や他の地方公共団体が行う補助金等が交付された又は交付される見込みのあるもの。

■ 運搬用トラック、パソコン、バックホー、電気の引込線工事、ボーリング工事等、農業経営の用途以外に容易に供されるような汎用性の高いもの。

　　　■ 各種保証・保険料、送料、振込手数料その他これらに類する費用並びに各種税
（ただし、消費税及び地方消費税は補助対象経費に含めるものとする。）

■ 既存機器の処分に係る費用

■ 補助対象経費以外の経費と混同して支払が行われており、補助対象経費との支払の区別が難
しいもの。
別記様式第２号(第６条関係)
事　業　計　画　書

１　事業実施主体の概要

	所在地
	〒739-8601
	東広島市西条栄町8-29

	団体名※
	農事組合法人のうりん
	※規約等組織運営に関する規定を添付

	代表者氏名
	代表理事　農林　太郎

	連絡先
	ＴＥＬ082-420-0939
	ＦＡＸ082-422-5144

	担当者※
	氏名　農林　次郎
	ＴＥＬ090-●●●●-○○○○

	構成員数※
	　　　５名　　※構成員名簿を添付


※は法人又は団体のみ記入
２　事業計画
（１）事業の内容

	区分
※該当に「レ」を記入
	■１収益性向上　□２ 生産性向上　□３ 販路開拓

	
	■１野菜　□２果樹・花き・特用作物　□３農産　□４畜産　□５その他

	事業実施
予定期間
	交付決定後　から　令和９年２月１９日まで
　　　　　　　　　　（事業実施年度中で市長が指定する期日までに完了すること）

	事業名称
	○○の導入による○○作業の効率化

	現状・課題
	（今回申請する取組の概要を記載）



	取組の具体的な内容


	（※機械・施設を導入する場合は、導入の目的、期待できる効果等を具体的に記載）




 （２）現状値・数値目標
（作付面積・生産量・単収・単価・売上金額・雇用人数等、アピールポイントを記入）

	項目
	直近の現状値
	初年度
	２年目
	３年目

	（例）
	
	
	
	

	品種名
	
	
	
	

	作付面積
	1,000㎡
	1,500㎡
	2,000㎡
	2,500㎡

	生産量
	1ｔ
	1.2ｔ
	1.4ｔ
	1.6ｔ

	売上
	3,000,000
	3,500,000
	4,000,000
	4,500,000

	雇用人数
	10
	12
	13
	14

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	備考
	


別記様式第３号(第６条関係)
事　業　予　算　書
	区分
	摘要
	予算額（円）（税込）
	備考

	補助対象経費
	〇〇費
	1,100,000
	

	
	〇〇費
	550,000
	

	
	〇〇費
	550,000
	

	
	　
	
	

	
	
	
	

	
	　
	
	

	
	　
	
	

	
	　
	
	

	
	小計（税込）
	A
	2,200,000
	　

	補助対象外経費
	送料
	16,500
	

	
	振込手数料
	8,000
	

	
	
	
	

	
	　
	
	　

	
	小計（税込）
	B
	24,500
	　


１　補助金交付申請額計算
1 補助対象経費（税込）の合計額＝2,200,000円（A）
2 A×1/2＝1,100,000円
3 上記②に上限（100万円）を適用※100万円を超える場合のみ100万円＝1,000,000円
4 上記③の金額を千円未満切り捨て（例：123,456円 → 123,000円）
＝　1,000,000　円（補助金交付申請額）
２　総事業費計算
　　補助対象経費2,200,000円（A）＋補助対象外経費24,500円（B）=2,224,500円
３　確認事項（以下項目を確認のうえ「レ」を記入すること。）
■消費税及び地方消費税を補助対象経費として計上している。
記入例





現状と課題について、概要を記載する。





導入の目的、期待できる効果などを記載する。








